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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

平成20～令和10年

（20か年）

■位置づけ
基本構想は、議会の議決を必要とする
区の最上位計画

■目的
20年後の大田区の将来像、区政運営の方向性を明示

[おおた未来プラン10年]

■位置づけ
基本構想の実現に向け、個別目標ごとに施策を体系化した計画

■目的
今後10年間に取り組むべき主要な事業を説明

[大田区実施計画]
■位置づけ

主に「未来プラン（後期）」から選定した事業について、具体的な

取組内容を示した計画
■目的

社会経済状況の変化等を的確に捉え、「未来プラン（後期）」の

実効性をより高めるとともに、持続可能な行財政運営を推進

連携・整合

個別計画（部局ごとに策定）

基本計画

おおた未来プラン10年
平成21～30年度

（10か年）

大田区実施計画

平成29～令和元年度（３か年）

Ⅰ 区がめざす将来像をお示しします 

１ 大田区基本構想・おおた未来プラン 10 年・大田区実施計画 

大田区基本構想（以下、「基本構想」という。）は、平成 20 年 10 月に区の最上位計画

として区議会で議決されました。「基本構想」では、20 年後のあるべき姿である将来像

を「地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動する国際都市 おおた」とし、区が行う

全ての事業は、この将来像の実現に向けて実施しています。 

「基本構想」を受け、区は、基本計画である「おおた未来プラン 10 年（後期）」（以

下、「未来プラン（後期）」という。）を平成 26 年３月に策定しました。また、「未来プ

ラン（後期）」策定後に生じた社会経済状況の変化等に的確に対応するため、平成 29 年

３月に「大田区実施計画」を策定しました。 

「未来プラン（後期）」に掲げる主な事業は、将来像を実現するために着実に推進し

なければならないものであり、区は毎年その進捗状況を公表しています。また、「大田

区実施計画」に掲げる事業については、「未来プラン（後期）」の実効性を高め、将来像

の実現をより確かなものにするために重点的に取り組むものであり、その推進に当たっ

ては、社会経済状況の変化等を踏まえた検証・見直しを毎年度行い、この結果を予算と

連動させ、常に計画の最適化を図ることとしています。 

「未来プラン（後期）」の計画期間が平成 30 年度で満了することから、計画期間中に

得られた成果や課題等を検証・分析し、区民ニーズや社会経済状況の変化等を踏まえ、

令和２年度末までに新基本計画を策定する予定です。また、新基本計画策定までの期間

においても、喫緊の諸課題に的確かつ早急に対応し、計画的な行政運営を継続する必要

があることから、重点的に推進する事業や新たに取り組むべき事業を掲げた「おおた重

点プログラム」を令和元年７月に策定し、切れ目のない施策展開を図ることとしていま

す。 
 

（１）大田区の将来像及び行政計画の体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来像 地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動する国際都市 おおた
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（２）「地域力・国際都市 おおた」をめざして 

区は、「基本構想」に掲げる将来像の実現に向けて「地域力」と「国際都市」の２つ

のキーワードを区政推進の理念としています。 

「地域力」とは、区民一人ひとりの力を源とし、複雑多様化する地域課題に区と地域

が連携して取り組むことで、魅力ある地域を創造していく力と定義しています。 

「国際都市」とは、「人・もの・技術を世界に送り出している大田区が、都市と人々

をつなぐ役割を担う姿」とし、持続的な国際交流と多文化共生推進を担う組織として、

平成 29 年 12 月に「国際都市おおた協会」を設立し、平成 30 年４月から事業を開始し

ました。 

引き続き「地域力」と「国際都市」を柱とし、さらに魅力溢れるまちづくりを進めて

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま  ち 

●多様な保育サービスの提供

●体力向上の推進

●子どもの発達支援の充実

●学校支援地域本部の充実

●学びの成果を活かした支え合いの地域づくり

●総合型地域スポーツクラブの設立・運営支援

など

子育て・教育

●災害時相互支援体制の整備

●学校避難所の防災活動拠点への機能拡充

●木造密集市街地の整備促進

●建築物の耐震改修促進

●地域防犯活動の支援

●都市基盤施設の維持更新

●生活安全の確保 など

安全・安心

●高齢者の就労促進

●高齢者の地域活動、交流の場の確保

●地域包括ケア体制の構築に向けた支援と

連携の充実

●自主的な健康づくり支援の推進

●がん対策の充実

●障がい者総合サポートセンター（さぽーと

ぴあ）の設置・運営・充実

●地域力を活かしたまちづくりパートナー

（ＵＤパートナー）活動

●障がい者の就労支援、地域との交流の充実

など

健康・福祉・医療

●18色の特色ある地域づくりの推進

●ＮＰＯ・区民活動フォーラムの開催

●特別出張所機能の活性化

●区民活動コーディネーター養成講座

●地域力を活かしたみんなのみどりづくり

●災害ボランティアの育成・支援 など

魅力ある地域づくり

●創業支援

●ものづくり人材の育成

●商店街の空き店舗を活用した活性化支援

●（仮称）おおたエコプラザを拠点とした環境

活動の展開

●省エネルギー型行動様式（生活様式）への

転換

●徹底した分別によるリサイクルの推進 など

産業・環境

●地域の歴史・文化資源の活用

●新しい地域文化活動への支援

●大田区の産業を活かした観光事業の推進

●地域・事業者と連携したにぎわい創出

●シティセールス・ＭＩＣＥの推進 など

文化・観光

連携・協働

区民一人

ひとり

自治会・

町会

団体・

ＮＰＯ

事業者

区

自然

歴史 文化

まちなみ

●新空港線の整備推進

●空港臨海部交通ネットワークの拡充

●世界と交流しにぎわう産業支援・文化交

流施設の整備 など

迎える、
飛び立つ
羽田空港の

国際化活用

羽田空港の国際化を機に、
さらに高度で利便性の高い
交流機能を担う拠点をつくります

●中小企業の海外市場開拓支援

●「国際都市おおた」の魅力と存在感を

国内外に発信

●「国際都市おおた大使」事業の実施 など

つながる

世界と

つながるまち

産業の国際競争力を支え、
世界につながり、

飛躍するまちをつくります

●18色の国際都市事業の推進

●全区的・持続的な国際交流の推進

●多文化共生推進センター事業の充実

●外国人のための日本語教室の充実

●国際理解教育の推進 など

暮らす

外国人が暮ら

しやすいまち

外国人にとって住みやすく、
働きやすいまちをつくります

●誰にもわかりやすい掲示物など情報の

ユニバーサルデザイン化

●美しいまちなみづくり

●海辺の親水ネットワークの整備

●訪日外国人等受入環境整備

●インバウンド誘致の推進 など

訪れる

外国人観光客が

立寄りたいまち

海外からの玄関口として、
外国人が訪れたくなる

魅力あるまちをつくります

国際交流
拠点都市

多文化
共生
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【30年度】未来プランの主な事業 決算額（基本・個別目標別）

決算額合計

897億5,197万7千円

個別目標１－２【暮らし】

55億8,354万1千円

個別目標１－３ 【高齢者】

28億5,859万円2千円

個別目標２－２【空港・国際都市】

174億6,573万7千円

個別目標２－３【産業・観光】

14億1,695万4千円

個別目標３－１【地域力】

5億4,621万8千円

個別目標３－２【環境】

26億4,132万4千円

個別目標３－３【区政体制】

67億5,839万4千円

個別目標１－１【子ども】

446億2,419万4千円

個別目標２－１【まちづくり】

78億5,702万3千円

基本目標１

530億6,632万7千円
子育て・教育・保健・福祉

基本目標２

267億3,971万4千円
まちづくり・空港臨海部・産業・観光

基本目標３

99億4,593万6千円
地域力・環境・区政体制

（３）おおた未来プラン 10年の基本目標別決算額 

「未来プラン（後期）」は「子育て・教育・保健・福祉」領域、「まちづくり・空港臨

海部・産業・観光」領域、「地域力・環境・区政体制」領域に区分し、それぞれの領域

ごとに基本目標と個別目標を掲げ、将来像の実現をめざしています。 

平成 30 年度の主な事業における決算額は、基本目標１『生涯を健やかに安心してい

きいきと暮らせるまち』では、私立（認可）保育園の整備に 189 億 7,055 万円、学校施

設の改築に 70 億 3,421 万円、障がい者総合サポートセンター（さぽーとぴあ）の設置・

運営・充実に 13 億 9,887 万円などとなっています。 

基本目標２『まちの魅力と産業が世界に向けて輝く都市』では、新空港線の整備推進

に 20 億 214 万円、羽田空港跡地の整備・機能充実などに 168 億 5,713 万円、工場の立

地・操業環境の整備に５億 9,993 万円などとなっています。 

基本目標３『地域力と行政の連携がつくる人と地球に優しいまち』では、呑川水質浄

化対策の推進に３億 7,106 万円、徹底した分別によるリサイクルの推進に 18 億 3,071

万円、大田区公共施設整備計画の推進に 47 億 6,708 万円などとなっています。 

未来プラン事業の成果は、「主要施策の成果※1」において公表しています。平成 30 年

度は、主な事業のうち、９割を超える取り組みが計画どおり又は計画を上回って進捗し

ており、着実に未来プランを推進することができたと考えています。 

 

 
（「大田区実施計画」で新たに追加した重点事業の決算額を含む） 

《用語解説》 

・主要施策の成果※1 

地方自治法第 233 条第 5項の規定に基づき、毎年度主要な施策の事業内容と決算額を分野ごとに

取りまとめ、「主要施策の成果」として公表しています。 
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２ 大田区の人口 

（１）大田区の人口増減 

平成 31 年１月１日時点の人口は 729,534 人、前年から 6,193 人の増となっており、

特別区の中で３番目に多くなっています。 

人口構成では、年少人口（０歳から 14 歳）が 11.01％、生産年齢人口（15 歳から 64

歳）が 66.29％、老年人口（65 歳以上）が 22.70％となっています。特別区合計と比較

すると、老年人口の割合がわずかに高くなっていますが、全国合計と比較すると年少人

口、老年人口の割合は低く、生産年齢人口の割合が高くなっています。 

また、年齢３区分ごとの増減としては、年少人口、老年人口に比べて生産年齢人口の

伸びが大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）日本人・外国人内訳 

大田区における外国人人口は 24,199 人であり、特別区の中では７番目に多くなって

います。総人口に占める割合としては 3.32％であり、特別区合計を下回る数値となって

いますが、全国合計と比較すると多くの外国人が住んでいることになります。 

 

 

 

 

 

（単位：人）

大田区 729,534 705,335 24,199 3.32%

特別区合計 9,486,618 9,021,427 465,191 4.90%

全国合計 127,443,563 124,776,364 2,667,199 2.09%

※住民基本台帳に基づく平成31年１月１日現在の人口にて比較。

合計 外国人人口の
割合

日本人人口 外国人人口

（単位：人）

年少人口 生産年齢人口 老年人口
０歳から14歳 15歳から64歳 65歳以上

人数 729,534 80,325 483,584 165,625

割合 100.00% 11.01% 66.29% 22.70%

人数 723,341 80,089 478,574 164,678

割合 100.00% 11.07% 66.16% 22.77%
増減数 6,193 236 5,010 947
増減率 0.86% 0.29% 1.05% 0.58%

人数 9,486,618 1,075,690 6,370,063 2,040,865

割合 100.00% 11.34% 67.15% 21.51%

人数 127,443,493 15,758,424 76,499,828 35,185,241

割合 100.00% 12.37% 60.03% 27.61%

※住民基本台帳に基づく平成31年１月１日現在の人口にて比較。

※年齢不詳者を含んでいない。

特別区合計
（平成31年１月１日現在）

全国合計
（平成31年１月１日現在）

合計

大田区
（平成31年１月１日現在）

大田区
（平成30年１月１日現在）

増減


